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1.　17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 2,755 ( 38.6) 10 (　─ ) 1 (　─ )

16年９月中間期 1,987 (△8.3) △20 (　─ ) △10 (　─ )

17 年 ３ 月 期 4,663 　 138 　 141 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 0 (　─ ) 55 89

16年９月中間期 △19 (　─ ) △1,193 20

17 年 ３ 月 期 54 　 3,254 53
(注) ① 期中平均株式数 17年９月中間期 17,704株 16年９月中間期 16,297株 17年３月期 16,875株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

17年９月中間期 0 00 ――――――

16年９月中間期 0 00 ――――――

17 年 ３ 月 期 ―――――― 500 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 3,423 1,505 44.0 84,471 83

16年９月中間期 3,062 1,411 46.1 81,285 83

17 年 ３ 月 期 3,444 1,492 43.3 85,024 41
(注) ① 期末発行済株式数 17年９月中間期 17,825株 16年９月中間期 17,360株 17年３月期 17,555株

　 ② 期末自己株式数 17年９月中間期 1,454株 16年９月中間期 1,387株 17年３月期 1,498株

　

2.　18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 6,300 180 85 500 00 500 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）4,768円58銭
　　※　上記の予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき当社で判断した

ものであります。予測に内存する様々な不確定要因や外部環境等の変化等により、実際の業績と異
なる可能性がありますのでご承知おきください。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※３ 　 1,212,173 　 　 828,894 　 　 1,081,793 　

　２　受取手形 　 　 1,238 　 　 3,571 　 　 2,856 　

　３　売掛金 　 　 857,722 　 　 1,414,093 　 　 1,361,311 　

　４　たな卸資産 　 　 193,890 　 　 232,460 　 　 120,524 　

　５　その他 　 　 112,000 　 　 119,389 　 　 133,993 　

　　　貸倒引当金 　 　 △ 20,889 　 　 △ 144 　 　 △ 14,875 　

　　　流動資産合計 　 　 2,356,135 76.9 　 2,598,265 75.9 　 2,685,603 78.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 16,356 　 　 29,329 　 　 24,018 　

　２　無形固定資産 　 　 94,441 　 　 82,085 　 　 89,900 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 197,036 　 　 252,712 　 　 231,942 　 　

　　(2) その他 　 441,089 　 　 519,510 　 　 469,935 　 　

　　　　投資損失引当金 　 △ 43,000 595,125 　 △ 58,000 714,222 　 △ 57,000 644,877 　

　　　固定資産合計 　 　 705,923 23.1 　 825,637 24.1 　 758,797 22.0

　　　資産合計 　 　 3,062,058 100.0 　 3,423,903 100.0 　 3,444,401 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 247,390 　 　 740,773 　 　 587,050 　

　２　短期借入金 　 　 230,000 　 　 30,000 　 　 230,000 　

　３　一年以内返済予定
　　　長期借入金

　 　 189,000 　 　 218,040 　 　 180,000 　

　４　一年以内償還予定
　　　社債

　 　 20,000 　 　 20,000 　 　 120,000 　

　５　未払法人税等 　 　 7,384 　 　 30,470 　 　 73,307 　

　６　未払消費税等 ※２ 　 8,490 　 　 11,718 　 　 16,831 　

　７　賞与引当金 　 　 91,813 　 　 92,378 　 　 85,378 　

　８　その他 　 　 100,358 　 　 104,032 　 　 93,729 　

　　　流動負債合計 　 　 894,436 29.2 　 1,247,413 36.4 　 1,386,297 40.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 300,000 　 　 230,000 　 　 190,000 　

　２　長期借入金 　 　 456,500 　 　 440,780 　 　 375,500 　

　　　固定負債合計 　 　 756,500 24.7 　 670,780 19.6 　 565,500 16.4

　　　負債合計 　 　 1,650,936 53.9 　 1,918,193 56.0 　 1,951,797 56.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 580,256 18.9 　 609,468 17.8 　 595,868 17.3

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 700,016 　 　 715,146 　 　 711,208 　 　

　２　その他資本剰余金 　 3,689 　 　 5,115 　 　 4,331 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 703,706 23.0 　 720,262 21.0 　 715,540 20.8

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 10,000 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　

　２　任意積立金 　 228,000 　 　 228,000 　 　 228,000 　 　

　３　中間(当期)未処分
　　　利益

　 75,960 　 　 142,538 　 　 150,326 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 313,960 10.3 　 380,538 11.1 　 388,326 11.3

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 △ 3,104 △ 0.1 　 △ 7,601 △ 0.2 　 △ 4,361 △ 0.1

Ⅴ　自己株式 　 　 △ 183,696 △ 6.0 　 △ 196,957 △ 5.7 　 △ 202,769 △ 5.9

　　　資本合計 　 　 1,411,121 46.1 　 1,505,710 44.0 　 1,492,603 43.3

　　　負債・資本合計 　 　 3,062,058 100.0 　 3,423,903 100.0 　 3,444,401 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,987,271 100.0 　 2,755,158 100.0 　 4,663,744 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 1,601,154 80.6 　 2,271,626 82.5 　 3,701,120 79.4

　　　売上総利益 　 　 386,116 19.4 　 483,531 17.6 　 962,623 20.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 406,943 20.5 　 473,461 17.2 　 823,714 17.7

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

　 　 △ 20,826 △ 1.1 　 10,069 0.4 　 138,909 3.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 18,307 0.9 　 1,763 0.1 　 20,688 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 8,355 0.4 　 10,303 0.4 　 18,144 0.4

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

　 　 △ 10,874 △ 0.6 　 1,529 0.1 　 141,453 3.0

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 ― ─ 　 26,731 1.0 　 ― ─

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 8,000 0.4 　 1,000 0.0 　 22,000 0.5

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益又は税引前
　　　中間純損失(△)

　 　 △ 18,874 △ 1.0 　 27,261 1.0 　 119,453 2.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 3,923 　 　 26,171 　 　 73,004 　 　

　　　法人税等調整額 　 △ 3,351 571 0.0 100 26,272 1.0 △ 8,471 64,533 1.4

　　　中間(当期)純利益
　　　又は中間純損失(△)

　 　 △ 19,445 △ 1.0 　 989 0.0 　 54,920 1.2

　　　前期繰越利益 　 　 95,405 　 　 141,548 　 　 95,405 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 75,960 　 　 142,538 　 　 150,326 　
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1)有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法

(1)有価証券

子会社株式

同左

(1)有価証券

子会社株式

同左

　 その他有価証券

　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

　 　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

　 (2)デリバティブ

　時価法

(2)デリバティブ

同左

(2)デリバティブ

同左

　 (3)たな卸資産

　仕掛品

　個別法による原価法

(3)たな卸資産

　仕掛品

同左

(3)たな卸資産

　仕掛品

同左

　 　商品

　総平均法による原価法

　商品

同左

　商品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1)有形固定資産

　　定率法により償却を行

っております。

　　なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

(1)有形固定資産

同左

(1)有形固定資産

同左

　 (2)無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用)

　　社内における利用可能

期間による定額法により

償却を行っております。

(2)無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用)

同左

(2)無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用)

同左

　 　ソフトウェア(販売用)

　　見込販売数量に基づく

方法により償却を行って

おります。

　ソフトウェア(販売用)

同左

　ソフトウェア(販売用)

同左

　 (3)長期前払費用

　　定額法により償却を行

っております。

(3)長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

　 (2)賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち、当中間会計期間の

負担額を計上しておりま

す。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち、当期の負担額を計

上しております。

　 (3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

　　数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)

による按分額を翌期より

費用処理することとして

おります。

　　過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)によ

る按分額を発生時より費

用処理することとしてお

ります。

(3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。

　　数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)

による按分額を翌期より

費用処理することとして

おります。

　　過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)によ

る按分額を発生時より費

用処理することとしてお

ります。

　

(3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき計上して

おります。

　　数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)

による按分額を翌期より

費用処理することとして

おります。

　　過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)によ

る按分額を発生時より費

用処理することとしてお

ります。

　 (4)投資損失引当金

投資有価証券につい

て、発行会社の財政状態

の悪化による損失に備え

るため、実質価値の低下

に相当する額を計上して

おります。

(4)投資損失引当金

同左

(4)投資損失引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　　ヘッジ会計について、

繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

　　なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワ

ップ取引については、特

例処理を採用しておりま

す。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(1)ヘッジ会計の方法

同左

　 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　変動金利の借入債務を

ヘッジ対象として、金利

変動リスクに対して金利

スワップ取引及び金利キ

ャップ取引を行っており

ます。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3)ヘッジの方針

　　不利な影響を与えると

予想されるリスクを有す

るヘッジ対象に対して、

有効性の高いヘッジ手段

を選択することとしてお

ります。

(3)ヘッジの方針

同左

(3)ヘッジの方針

同左

　 (4)ヘッジの有効性評価の方

法

　　金融商品に係る会計基

準に基づいて、ヘッジの

有効性評価を行っており

ます。

(4)ヘッジの有効性評価の方

法

同左

(4)ヘッジの有効性評価の方

法

同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 （固定資産の減損に係る会計基準） 　

─── 　当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会平成15年10月31日　企業会計基

準適用指針第６号）を適用しておりま

す。

───

　 　これによる損益に与える影響はあり

ません。

　

　

追加情報

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

（外形標準課税）

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。

　この結果、販売費及び一般管理費

が4,611千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失が同額増

加しております。

─── ―――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額
48,203千円 60,037千円 54,501千円

※２　消費税等の取扱

い

　仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、未払

消費税等として表示してお

ります。

同左 ―――

※３　担保に供してい

る資産
定期預金 5,000千円 ─── ───

　 　なお、上記担保提供資産

は、取引先の借入に対する

担保であります。

　 　

４　　コミットメント

ライン契約

　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引金

融機関５行とコミットメン

トライン契約を締結してお

ります。

　この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりでありま

す。
コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引金

融機関５行とコミットメン

トライン契約を締結してお

ります。

　この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりでありま

す。
コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 1,000,000千円

　当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引金

融機関５行とコミットメン

トライン契約を締結してお

ります。

　この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。
コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

　

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主要なものは、

次のとおりです。

受取利息 84千円

有価証券利息 240千円

受取配当金 413千円

受取手数料 495千円

保険金収入 15,000千円

※１　営業外収益の主要なものは、

次のとおりです。

受取利息 525千円

受取配当金 738千円

受取手数料 497千円

※１　営業外収益の主要なものは、

次のとおりです。

受取利息 616千円

受取配当金 1,187千円

受取手数料 998千円

保険金収入 15,000千円

※２　営業外費用の主要なものは、

次のとおりです。

支払利息 6,033千円

社債利息 968千円

支払保証料 912千円

※２　営業外費用の主要なものは、

次のとおりです。

支払利息 7,935千円

社債利息 811千円

社債発行費

支払保証料

900千円

612千円

※２　営業外費用の主要なものは、

次のとおりです。

支払利息 13,591千円

社債利息 1,926千円

支払保証料 1,803千円

※３　　　　　　───

※４　特別損失

投資有価証券
評価損

8,000千円

※３　特別利益
投資有価証券
売却益

12,000千円

貸倒引当金戻
入益

14,731千円

※４　特別損失

投資損失引当
金繰入額

1,000千円

※３　　　　　　───

※４　特別損失

投資損失引当
金繰入額

14,000千円

投資有価証券
評価損

8,000千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 3,023千円

無形固定資産 20,346千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 5,821千円

無形固定資産 22,139千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 9,321千円

無形固定資産 43,253千円
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リース取引関係

　

摘要
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引に係る注記

　 　 　

　 　 　 　

(1) リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末(期

末)残高相当額

　 　 　

　

　

取得価額相当額

減価償却累計額
相当額

中間期末(期末)
残高相当額

有形
固定資産

無形
固定資産

合計

器具備品
(千円)

ソフトウェア

(千円)
(千円)

60,802 65,722 126,524

21,717 7,282 28,999

39,084 58,440 97,524

有形
固定資産

無形
固定資産

合計

器具備品
(千円)

ソフトウェア

(千円)
(千円)

64,302 65,722 130,024

32,410 20,426 52,837

31,891 45,295 77,187

有形
固定資産

無形
固定資産

合計

器具備品
(千円)

ソフトウェア

(千円)
(千円)

60,802 65,722 126,524

27,001 13,854 40,856

33,800 51,868 85,668

　 　 　 　

(2) 未経過リース料中

間期末(期末)残高

相当額

　 　 　

　　　１年以内 23,121千円 24,296千円 23,481千円

　　　１年超 76,132千円 55,179千円 64,300千円

　　　　合計 99,254千円 79,475千円 87,782千円

　 　 　 　

(3) 支払リース料 14,106千円 13,088千円 27,005千円

　　減価償却費相当額 12,968千円 11,981千円 24,824千円

　　支払利息相当額 1,613千円 1,281千円 3,039千円

　 　 　 　

(4) 減価償却費相当額

の算定方法

　減価償却費相当額の算定

方法は、リース期間を耐用

年数とし残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

同左 同左

　 　 　 　

(5) 利息相当額の算定

方法

利息相当額の算定方法

は、リース料総額とリース

資産取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。

同左 同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末(平成17年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

　

　

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　当社は、商法第280条ノ20、第280

条ノ21の規定及び平成16年６月29日

開催の第14期定時総会の決議に基づ

き、平成16年９月17日開催の取締役

会においてストックオプションとし

て発行する新株予約権の具体的な発

行内容を決議し、平成16年10月４日

付で発行しております。

１　発行した新株予約権の数

　　600個

２　新株予約権の目的となる株式の

種類及び数

　　普通株式　600株

３　新株予約権の発行価額

　　無償

４　新株予約権の行使時の払込金額

　　１株当たり　193,883円

５　新株予約権の行使期間

　　平成18年７月１日から平成22年

６月30日

６　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、

当社または当社子会社の取締

役もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期

満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合は

この限りではない。

　②　その他の条件については、第

14期定時総会および新株予約

権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当

を受けた者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に

定める。

　

　当社は、平成17年９月７日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。

　当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。

１　平成17年11月18日をもって平成

17年９月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載又は記録

された株主の所有株式数を１株

につき４株の割合をもって分割

する。

２　分割により増加する株式数

　　普通株式　57,837株

３　配当起算日

　　平成17年10月１日

　

　なお、当該株式分割が前期首及び

当期首に行われたと仮定した場合の

１株当たり情報の各数値はそれぞれ

以下のとおりであります。

　

「前中間会計期間」

（自　平成16年４月１日

　至　平成16年９月30日）

１株当たり純資産額

20,321円46銭

１株当たり中間純損失

△298円30銭
潜在株式調整後１株当たり中間純利益につ

いては、中間期末において希薄化効果を有

しないため、又、中間純損失のため記載し

ておりません。

　

「当中間会計期間」

（自　平成17年４月１日

　至　平成17年９月30日）

１株当たり純資産額

21,117円96銭

１株当たり中間純利益

13円97銭
潜在株式調整後１株当たり中間純利益

13円31銭
　

「前事業年度」

（自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額

21,256円10銭

１株当たり当期純利益

813円63銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益

769円28銭
　

―――
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